（様式第１号の４）第７関係
補助要件確認書兼誓約書
令和　　年（　　　年）　　月　　日
長野県知事　様
所　　在　　地　
名　　　　　称　
役職・代表者名　

　山小屋エネルギーコスト削減促進事業補助金の交付を申請するにあたり、次の全ての補助要件を満たしていることを誓約します。
１　補助事業者の要件　※要件を満たしている場合は、□にチェックを入れてください。
	項目
	補助要件
	確認

	山小屋事業者であること
	長野県登山安全条例（平成27年長野県条例第52号）第20条に規定する指定登山道の周辺で旅館業法（昭和23年法律第138号）第２条第３項に規定する「簡易宿所営業」に該当する施設又はこれに準ずるものとして知事が特に認める施設を営業する者である
	□該当

	対象外の事業者でないこと
	次のいずれでもないこと
(1) 山小屋事業者又はその役員が、長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）に規定する暴力団又は暴力団員等に該当する者、暴力団員が役員である者又は暴力団と密接な関係を有している者
(2）国税又は県税に未納がある者
(3）令和７年度補正予算により県が交付する「私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金」、「保育施設等エネルギーコスト削減促進事業補助金」、「児童養護施設等におけるエネルギーコスト削減促進事業補助金」、「社会福祉施設等エネルギーコスト削減促進事業補助金」、「長野県エネルギーコスト削減助成金（中小企業者向け）」、「農業エネルギーコスト削減促進事業補助金」、「林業エネルギーコスト削減促進事業補助金」に申請又は申請する予定がある者
	□該当


２　補助対象事業の要件　※誓約できる場合は、□にチェックを入れてください。
	項目
	要件
	誓約

	コース別の補助要件
	（基本コースの場合）
これまでにエネルギーコスト削減助成金の交付を受けていない事業であること
	□誓約
　する

	
	（促進コースの場合）
次のいずれの要件も満たすこと
[bookmark: _Hlk219307952]ア  事業活動温暖化対策計画書（第５次計画期間）を県に提出している又は提出すること（温室効果ガス排出量の目標削減率を９％以上（年平均３％以上）とすること）
イ　長野県SDGs推進企業の登録を行っている又は行うこと
※いずれも実績報告までに提出・登録し、その写しを提出すること
	

	事業実施、設置要件
	補助対象事業は、山小屋において実施することとし、補助事業により取得し、又は効用の増加した環境対応設備等（以下「取得財産等」という。）を固定資産台帳へ記載する場合には、設置場所が山小屋となるようにする
	□誓約
　する

	事業内容の要件
	対象設備の更新・新設の対象となる建物等における事業内容は、農業、林業、漁業、学校・社会教育業、医薬品小売業、医療・福祉業、宗教業でない
	□誓約
　する

	対象外事業に当たらないこと
	次に掲げる事業でないこと。
(1) 県又は市町村が交付する他の補助金等の交付を受けた事業
(2) 国の支出金又は補助金等の交付を受けた事業（自己で負担しない額に限る）
(3) 国又は県が出資する財団法人等から助成金の交付を受けた事業
(4) 分担金又は負担金としての市町村支出事業
(5) 特定の宗教団体、政治団体若しくはこれらの外郭団体の活動又は特定の宗教もしくは政治的目的のための活動と認められる事業
(6) 公序良俗に反する事業
	□誓約
　する



